
資料1

平成３０年度の主な取組内容
１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

 タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練の実施（マイタイムライン、情報伝達訓練）（自治体・国）

 水防災教育の実施（モデル校による検討）、出前講座・講習会等の実施（自治体・国）

 広域避難計画の必要性の検討（自治体・国）

 新たな洪水ハザードマップの作成・公表、まるごとまちごとハザードマップの検討（自治体）【継続実施】

 要配慮者利用施設への対応等を考慮した避難計画の作成（自治体）

大規模水害に対し、｢逃げ遅れゼロ｣、｢社会経済被害の最小化｣を目指して、令和元年度は、主に以下の取組を実施。
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令和元年度の主な取組内容

２．氾濫被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

合同水防訓練・共同点検等の実施（自治体・国）【継続実施】

３．一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組

排水計画の充実、排水訓練の実施（自治体・国）

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

避難勧告の発令に着目したタイムラインの作成（自治体・国）

タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練の全自治体の実施（自治体・国）

水防災教育の継続的な支援実施・充実化、出前講座・講習会等の実施（自治体・国）

広域避難計画作成・協定の充実化（自治体・国）

新たな洪水ハザードマップの作成・公表、まるごとまちごとハザードマップの検討（自治体）【継続実施】

要配慮者利用施設への対応等を考慮した避難計画の作成（自治体）【継続実施】

２．氾濫被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

 合同水防訓練・共同点検等の実施（自治体・国）

３．一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組

 排水施設の排水能力・耐水化の整理（自治体・国）
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京浜河川事務所管内及び他河川における
主な取組内容について

別添「取組のス
ケジュール（案）
」参照（資料5）



１）ハード対策の主な取組
■洪水を河川内で安全に流す対策 ■危機管理型ハード対策 ■避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

概ね５年で実施する取組
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２）ソフト対策の主な取組

(1)逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

■情報伝達、避難計画等に関する取組

①住民の避難行動、迅速な水防活動を支援するための水位計やライブカ
メラのリアルタイムの情報提供

②避難勧告の発令に着目したタイムラインの作成

③タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練の実施

④想定最大規模降雨による洪水浸水想定区域図、氾濫シミュレーション
、家屋倒壊等氾濫想定区域の公表

⑤想定最大規模降雨による洪水を対象とした洪水ハザードマップの策定

⑥近隣市と連携した広域避難計画及び崖線下の住人の段丘上への避難計
画の作成

⑦要配慮者・外国人等への対応等を考慮した避難計画の検討

⑧日常時から水防災意識の向上を図るため、案内板等の整備や電柱等に想
定浸水深などを標識として表示する「まるごとまちごとハザードマップ」の検
討

⑨気象情報発信時の「危険度の色分け」や「警報級の可能性の提供」を実施

■防災教育や防災知識の普及

①水災害の事前準備に関する問い合わせ窓口の設置

②水防災意識社会の再構築のための説明会・講習会の開催

③教員を対象とした講習会の実施

④小学生を対象とした水防災教育の実施

⑤出前講座等の講習会の実施

(2)氾濫被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動
の取組

■水防活動の効率化及び水防体制の強化に向けた取組

①水防団等への連絡体制の確認と伝達訓練の実施

②水防団同士の連絡体制の確保

③水防団や地域住民が参加する重要水防箇所等の共同点検

④関係機関が連携した水防訓練の実施

⑤水防活動の担い手となる水防団体等の募集の促進

(3)一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能
とするための排水活動の取組

■排水活動及び施設運用の強化に関する取組

①排水機場・樋門・水門等の情報共有、排水手法等の検討を
行い、大規模水害を想定した排水計画（案）を作成

②排水訓練の実施

京浜河川事務所管内及び他河川における
主な取組内容について
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1.逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組



地域防災コラボチャンネルプロジェクトの社会実験を京浜河川管内で実施しました（平成31年2月）。

本プロジェクトは、平成30 年7月豪雨を踏まえ関係メディアと連携して設置した「住民自らの行動に結び

つく水害・土砂災害ハザード・リスク情報共有プロジェクト」の１つとして、ケーブルテレビ事業者が有する

地域密着性というメディア特性を活かして、より身近な地域の災害情報を住民に届け、的確な避難行動

につなげるものです。

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

住民の避難行動、迅速な水防活動を支援するための
水位計やライブカメラのリアルタイムの情報提供
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ケーブルテレビ（YOUテレビ）による水位情報、
CCTV動画の配信状況

該当事務所 ケーブルテレビ事業者 関係自治体

京浜河川事務所
イッツ・コミュニケーションズ株式会社
ＹＯＵテレビ（株）

横浜市
　鶴見区
　港北区
　都筑区
川崎市

利根川上流河川事務所 ケーブルテレビ株式会社 栃木市

下館河川事務所 ケーブルテレビ株式会社 結城市

渡良瀬川河川事務所 ケーブルテレビ株式会社 －



１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

住民の避難行動、迅速な水防活動を支援するための
水位計やライブカメラのリアルタイムの情報提供
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国土交通省では、「水防災意識社会 再構築ビジョン」のもと、流域住民の主体的な避難を促進するため

、平成２９年５月１日から、京浜河川事務所が管理する多摩川・浅川・鶴見川・相模川において、携帯電

話事業者が提供する「緊急速報メール」を活用した洪水情報のプッシュ型配信（以下、「メール配信」とい

う）を開始しています。

住民がとるべき行動を5段階に分け、情報と行動の対応を明確にした上で、直感的に理解しやすいもの

とすることで住民の主体的な避難を支援しています。



１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

住民の避難行動、迅速な水防活動を支援するための
水位計やライブカメラのリアルタイムの情報提供
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洪水情報のプッシュ型配信メール文案については、「住民自らの行動に結びつく水害・土砂災害ハザー

ド・リスク情報共有プロジェクト」プロジェクトレポート（平成３０年１２月）に基づき、配信文例（案）のとおり

見直す予定としています。 http://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/hazard_risk/index.html

※変更は令和元年6月を予定



タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練の実施
（マイタイムライン、情報伝達訓練）

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

京浜河川事務所管内自治体のタイムラインに基づく訓練の実施状況

自治体数 H31.3現在実施済（首長等参加） H31.3現在実施済（職員のみ） 未実施

多摩川 １７
羽村市（水防訓練）、調布市（震災対策）、

品川区（目黒川等）
国立市、日野市、多摩市 １１

鶴見川 ２ 横浜市（３区ごとに実施） ０ １

相模川 ５ 平塚市、藤沢市 ０ ３

令和元年5月10日に稲城市、狛江市、調布市において、タイムラインに基づき市長も参加した実践的な

情報伝達訓練を実施しました。今年度は、実践的な訓練の一環としてタイムラインの取り組みを実施す

る予定です。これらの訓練を希望する自治体には、京浜河川事務所が支援します。

京浜河川事務所長・副所長

狛江市長

■稲城市、狛江市、調布市とのホットライン訓練概要
●実施日時：令和元年5月10日(金) 11時30分～11時40分
●参加機関：稲城市、狛江市、調布市、京浜河川事務所

■ホットライン（電話）訓練の概要（狛江市の例）
【洪水の状況、危険箇所】

京浜河川：多摩川の石原基準観測所で避難判断水位を超え、現在も水位が上昇中。変状を発
見した場合は直ちに連絡する。

狛江市 ：現在市では風水害の第２次非常配備態勢発令をとり消防団が出動し、重要水防箇
所の点検にあたっている。以上を発見したら報告します。

【今後想定される状況】

京浜河川：石原基準観測所が氾濫危険水位を超え、更なる水位上昇を予想。堤防決壊が発生
した場合、最大4m程度の浸水深を想定。「避難準備・高齢者等避難開始」の発令を
助言した。

狛江市 ：早急に判断し、市民が安全に避難できるよう検討する。今後も随時情報提供をお願
いします。

ホットラインの状況
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タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練の実施
（マイタイムライン、情報伝達訓練）

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
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１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練の実施
（マイタイムライン、情報伝達訓練）

9タイムライン作成例（茅ヶ崎市）



１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練の実施
（マイタイムライン、情報伝達訓練）
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 平成２７年９月の関東・東北豪雨での、鬼怒川の堤防決壊による

甚大な浸水被害を契機に、国土交通省、茨城県、常総市をはじめ

とする１３市町で構成する協議会は、 「みんなでタイムラインプロ

ジェクト」に取り組む

 常総市内のモデル地区にて、マイ・タイムラインにより住民一人ひ

とりの適確な避難行動を検討し、その記録を平成２９年３月に公表

 平成２９年５月「マイ・タイムライン検討の手引き」を作成、公表

 時間的な制約が厳しい洪水時の避難行動のチェックや

判断のサポートツールとして、住民の適切な避難行動

に寄与することが期待される

 住民参加型の取組により、住民の「水防災意識の高揚

」や「水防知識の向上」、さらに「地域の絆の強化」を図

れることが確認されている

 平成２９年９月、小中学生向けのマイ・タイムライン教材「逃げキ

ッド」を作成・公表

 平成３０年４月より「逃げキッド使い方ガイド」を公開

（マイ・タイムラインの考え方や作り方を紹介する動画）

○ マイ・タイムラインとは
台風の接近等によって、河川水位が上昇する時に、住民一人ひとり

の家族構成や生活環境に合わせて、「いつ」「何をするのか」をあら

かじめ時系列で整理した自分自身の防災行動計画

『逃げキッド』
• 学校関係者と協力し、クイズや並び替え等により、簡単に、楽しく、

マイ・タイムラインの骨格を作成できる、小中学生向けのマイ・タイ
ムライン教材

• 小中学校の授業や一般の方々を対象とした講座で幅広く活用中
• 所要時間は最短30分。作業時間や発表時間の調整により

30～90分程度で実施

※ 「手引き」などは、関東地方整備局下館河川事務所のHPで公開

自分たちの住んでいる地区の洪水リスクを知る

洪水時に得られる情報を知り、タイムラインの考え方を知る

・過去の洪水を知る
・地形の特徴を知る
・水害リスクを知る

・洪水時に得られる情報とその読み解き方を知る
・タイムラインの考え方を知る
・洪水時の自らの行動を想定

・一人ひとりのタイムラインを作成
逃げるタイミング
がわかったわ！

国市
住民一人ひとりが
自分自身の行動を記入

時
間

ステップ１

ステップ２

マイタイムラインの作成ステップ3

いつ逃げはじめたら
いいのかなあ？

○ これまでの取組

○ 取組の効果 （「逃げ遅れゼロ」に向けて）

○ 作成の手順

 鬼怒川、小貝川の上流域の市町に拡大し、マイ・タイムラインの普

及の取組を実施中 （鬼怒川小貝川上流域大規模氾濫に関する減災対策協議会）

鬼怒川・小貝川下流域大規模氾濫に関する減災対策協議会におけるマイタイムラインの取組



１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練の実施
（マイタイムライン、情報伝達訓練）
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鬼怒川・小貝川下流域大規模氾濫に関する減災対策協議会におけるマイタイムラインの取組
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タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練の実施
（マイタイムライン、情報伝達訓練）

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

【概 要】：常総市は9月1日の「防災の日」に併せ、市内の全小・中学校19校において、一斉学校防災訓練と
防災教育を実施。このうち6校においては、マイ・タイムラインを教材として活用し、マイ・タイムラインの
検討を通じて防災行動を学ぶ、防災教育にも挑戦。そのほか、鬼怒川の決壊を想定した避難訓練や、
避難所の設営訓練など、各校の特徴を踏まえた防災訓練を実施。

【実施日時】：平成２９年９月１日（金）

一斉学校防災訓練・防災教育 マイ・タイムラインを活用した防災教育

豊田小学校 鬼怒中学校

水海道小学校

保護者や地域の方々など約800名が参加してマイ・タイムラインを作成
。低学年から高学年で編成される通学班ごとにワークショップ形式でと
りまとめを行うなど、各学校において工夫を凝らした取組がなされた。

訓練のなかでは、屋上避難や引き渡し訓練など、本番さながらの訓
練も実施された。通学班に分かれてのワーク活動では、洪水時の危
険箇所や避難場所について、盛んに意見が出された。

大花羽小学校 豊田小学校 三妻小学校
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取組ポイント：小学生を対象に水防災教育の一環としてマイ・タイムライン作成を実施（釧路川）

タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練の実施
（マイタイムライン、情報伝達訓練）

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
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取組ポイント：小学生を対象に水防災教育の一環としてマイ・タイムライン作成を実施（吉野川）

タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練の実施
（マイタイムライン、情報伝達訓練）

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
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タイムラインに基づく首長等も参加した実践的な訓練の実施
（マイタイムライン、情報伝達訓練）

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

➢今年度の取組として、鶴見川流域センターにおいて
小学校4年生以上を対象としたマイ・タイムライン講座を
実施する予定です。
【実施時期】：①令和元年7月下旬、②8月下旬、③9月
上旬
【実施場所】地域防災施設鶴見川流域センター
【対象】小学校4年生以上（小学生は保護者同伴）

大人
【定員】30名
【目的】マイ・タイムラインの普及
【内容】マイ・タイムラインの作成
【プログラム】

①開会
川・流域を知ろう
②衛星写真の解説と自分の家にシールを張る
③ビー玉ころころで流域にどうやって雨が降るか知る
④マイ・タイムラインを作ろう！
⑤まとめ
⑥鶴見川流域水マスタープランの解説

アンケート記入



１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

避難勧告の発令に着目したタイムラインの作成（高度運用検討）
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近年の頻発、激甚化する水災害発生状況を踏まえ、防災関係機関の連携によるより具体的で詳細な
防災行動計画（タイムライン）策定に向け「多摩川タイムライン高度運用検討会（第１回）」を開催しました。
■ 開催日時 平成３１年２月６日（水）１５：３０ ～ １６：２０
■ 実施場所 京浜河川事務所１階 第一会議室
■ 参加機関 多摩川沿川自治体等２５機関

タイムライン（詳細版）は、抜け、漏れ、落ちの防止に有効なチェックリスト版を作成する。
縦方向を時系列（いつ）に沿った防災行動（何を）とし、横方向を関係機関の一覧（だれが）を記載する。
実行性のある防災行動構築には、関係部所（自治体内）および防災関係機関との連携・情報共有が重要である。

今後の取組
◆今年度、多摩川タイムライン（施行版）を作成し、次年度から施行運用を行う予定。
◆多摩川タイムライン検討成果は、本協議会にて適宜情報共有を実施する。

「タイムライン（詳細版）のイメージ
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水防災教育の実施（モデル校による検討）

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

取組の背景
 「水防災意識社会の再構築ビジョン」の中の取組として、防災教育の促進が掲げられている。
 令和２年度に施行される新学習指導要領では、防災教育の内容が拡充される。
⇒ 教育委員会等と連携・協力して学校における防災教育の充実・取組強化を図る。

実施内容等
 支援資料は新学習指導要領を踏まえた内容とし、多摩川等の国管理河川の特徴等を資料に反映。
 防災教育に取り組む小学校において、児童が自分事と考えられるように地域性を資料に反映。
 防災教育による正しい知識習得により、地域の防災力向上に繋げる。

今後の取組方針
協議会を通じて防災教育資料を各自治体に展開するとともに、モデル校における授業参観を通して、『児
童と家庭をつなぐ』水防災教育の展開を図る。

世田谷区砧南小学校
流水実験装置の様子

教育現場における課題認識

 教職員自身が水防災教育を受けておらず、資料
作成のための知識がない。

 資料を作成する上で必要な時間がない。

取組の方向性
◆教育現場で活用可能な水

防災に関する支援資料（ツ
ール）を作成

◆水防災に関する授業を充
実させることで、一人一人
の防災意識の向上を図る 地域の防災意識の向上

防
災
知
識
の
浸
透

教員

生徒生徒

家庭家庭家庭家庭

事前に調べた内容を
指導することで、知識が定着

授業による
知識の習得

子供と一緒に宿題に取組むことで、関心を深める

東小田小学校における
国土交通省職員の授業

降雨体験車による大雨体験 平山小学校の試行授業風景

先生からのご意見

・支援資料については、
児童が住む地域の資料
を用いることで自分事と
して考えることができた。

・出水等の写真は探して
も出てこない事が多いた
め、資料として提供して
頂けることは非常にあり
がたい。



自然災害体験車 降雨体験車
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パネル展示

■降雨体験車・自然災害体験車・風水害等のパネル展示

京浜河川事務所では、自治体からの依頼を受けて自治体主催の水防訓練などに、降雨体験車や自然

災害体験車の派遣、風水害や地震に関する説明パネルの展示を行っています。

立体映像・振動・音響により、発
生するまでの予兆現象やその
恐ろしさを臨場感のある土石流
の体験ができる

風水害の災害に対し
ての知識や水防活動
の必要性を雨や風など
で体験できる

鬼怒川決壊時の状況や国の対応状況の説明の他、洪水浸水想定区域図や水防工法の紹介するパネル等の展示を実施

【降雨体験車・自然災害体験車等の
派遣回数】
平成３０年度

・降雨体験車１１回
・自然災害体験車１０回
・排水ポンプ車６回
・照明車２回
・パネル展示や講演１０回

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

出前講座、講習会等の実施
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１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

出前講座、講習会等の実施

■防災情報連続講座の開催

平成30年度は、横浜市鶴見区豊岡地区において、防災情報の活用に関する防災情報連続講座を

実施しました。今後も継続して取組を行います。

横浜市鶴見区豊岡地区での防災連続講座

参加者の方の声

・川の防災情報（雨量・水位情報、ライブカメラなど）をスマホで詳細に知
れてよかった。

・パンフレットはカラーで見やすい。検索文字が書いてあるので、これを
スマホで音声入力すると簡単に検索できてサイトを見ることができた。

・テレビのⅾボタンは使っていたが、今回気象情報や防災情報などは初
めて体験した。

・ＰＣは普段からよく使っている。（防災情報については）犬の散歩によく
出るので、天気予報を見て「もうすぐあがるな」「今日は無理だな」など
の判断をしている。

●主旨 

鶴見川の洪水や急な豪雨が予想される場合などにおいて、市民一人一人が自発的に情報を確認し、さらに自助、共助を図るための

手段として、「鶴見川の防災情報」を十分に活用して頂くために実施します。 

今回は、豊岡地区連合会の協力を頂き、豊岡地区連合会の方を対象に、「鶴見川の防災情報講座」を実施します。 

●対象 

 横浜市鶴見区豊岡地区連合会の方々 

●開催日程 

第１回 平成３０年６月２９日（金）19:00～21:00 

第２回 平成３０年７月 ８日（日）10:00～12:30 

第３回 平成３０年７月１２日（木）19：00～21:00 
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広域避難計画の必要性の検討

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

市内の多摩川沿川地域一帯が浸水する場合等を想定し、市内だけではなく隣接市の避難場所への広

域避難や避難経路について事前に検討・調整しておく必要があります。

多摩川上流ブロックの場合は、隣接市の相互利用協定が締結または検討されている地域が多く、「隣接

地区と個別に調整する」もしくは「全体的な広域避難計画を策定する」かについて定める必要があります。

八王子市

日野市

多摩市

羽村市の飛地（右岸）は、隣接
するあきる野市への避難を検討

３市による連携を検討

昭島市飛地（右岸）は、事業所

が土砂災害区域のため、隣接す

る八王子市への避難を検討

羽村市⇒あきる野市

昭島市⇒八王子市

八王子市・日野市・多摩市

相互利用の協定締結

（H12.3）

立川市・国立市

高齢者施設等については協定
締結（H29.7）



21

広域避難計画の必要性の検討

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

九都県市首脳会議の枠組みの中で、防災・危機管理対策委員会は、埼玉県・千葉県・東京都・神奈川

県・横浜市・川崎市・千葉市・さいたま市・相模原市の9つの地方公共団体 が、地震災害、風水害、その

他の危機などに関する総合的な危機管理・防災対策の共同研究、相互応援、合同防災訓練等について

検討し、危機管理・防災対策の 向上に努めることを目的に設置されています。

広域避難計画の必要性に関連して、近隣自治体との協定締結状況や必要性の意向を伺います。

【防災・危機管理対策委員会の目的】
○災害等に係る総合的な防災対策に関する事項
○災害時相互応援に関する事項
○合同防災訓練に関する事項
○その他、防災対策等で必要な事項
【組織図】

九都県市首脳会議
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広域避難計画の必要性の検討

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

立川市・国立市の協定例
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趣旨
想定し得る最大規模の水害に対する避難対策を、江東５区が

一体的かつ主体的に講じ、犠牲者ゼロの実現に向けて避難対応
の理 想や現段階における対応方針について取りまとめた。

検討主体

江東５区（墨田区、江東区、足立区、葛飾区、江戸川区）

協議会構成

○委 員 墨田区長、江東区長、足立区長、葛飾区長、江戸川区長

○アドバイザー 片田敏孝群馬大学大学院教授

〇オブザーバー 内閣府、国土交通省、東京都、警視庁、東京消防庁、

首都高速道路株式会社、他鉄道事業者数社

検討経過

○第１回協議会（平成27 年10 月27 日）

○第１回幹事会（平成27 年12 月11 日）：実態・課題の整理等について

○第２回幹事会（平成28 年 2 月 4 日）：情報伝達について

○第３回幹事会（平成28 年 4 月26 日）：広域避難について

○第４回幹事会（平成28 年 5 月25 日）：垂直避難のあり方について

○第５回幹事会（平成28 年 7 月25 日）：まとめ・報告等

○第２回協議会（平成28 年 8 月24 日）

江東5区の地形と人口 ｼﾐｭﾚｰｼｮﾝによる避難者渋滞ｲﾒｰｼﾞ

（ア）発災3日前頃（共同検討の実施の実施、自主広域避難の促進）

 発災3日前を目安として、江東5区のいずれかの区長が必要と判断した
場合に職員が荒川下流河川事務所に集合して共同検討を開始する。

（イ）発災1日前頃（広域避難の誘導）

 発災1日前を目安として共同検討において広域避難の実施を判断し、
江東5区の区長が共同で「広域避難勧告」を発表する。

≪大規模水害を対象とした災害時の対応≫

（ウ）発災12時間前頃（早期垂直避難の開始）

 発災が半日程度後に迫っていることを勘案し、「避難準備情報（早期垂
直避難勧告）」を発令し、広域避難の継続が困難な一部の要配慮者等
を対象に要配慮者向けの避難所への垂直避難を誘導する。

 一般の垂直避難者の受け入れに向けた避難所の開設準備を行う。

（エ）発災6時間前頃（垂直避難への移行）

 暴風等により公共交通機関が停止する段階においては、「避難勧告（
垂直避難勧告）」を発令し、広域避難から垂直避難へ移行させる。

（オ）発災直前（緊急的な避難の指示）

 暴風や氾濫により屋外での行動が困難となる段階においては、「避難
指示（緊急避難勧告）」を発令し、命を守ることを最優先とする行動を
促す。

（カ）台風、氾濫沈静後（要配慮者などの救出、自力による脱出）

 ボートなどを用いた浸水域からの自力による脱出を実施させる。

取組ポイント：おおよそ１年間かけて協議し時系列（３日前から）の行動方針を策定

広域避難計画の必要性の検討

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組



自
治
体
数

H31.3現在
公表済

本年度以
降

公表予定

多摩川 １７ １２ ５

鶴見
川・多
摩川

１
（川崎
市）

１ ０

鶴見川
１

（横浜
市）

１ ０

相模川 ５ 2 3

京浜河川事務所管内自治体の洪水ハザードマップの作成状況

新たな洪水ハザードマップの作成・公表

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
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■多摩市洪水ハザードマップ（H29.8月公表）

多摩川上流ブロックの想定最大規模降雨による洪水を対象とした洪水ハザードマップの作成状況につ

いて、現在、配布済が7自治体、令和元年度以降の配布が2自治体の状況です。

避難計画については検討中の自治体が多い状況ですが、個々の確実な避難に向けて、マイ・タイムライ

ン等を用いた取組を行います。



茅ヶ崎市で想定され
る浸水継続時間

近年の風水害よる
被害に関する情報

避難に関する情報

想定最大規模の降雨・
避難に関する情報

避難の判断に
有効な情報

円滑な避難をす
るための情報

避難行動の確認
に関する情報

新たな洪水ハザードマップの作成・公表

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
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新たな洪水ハザードマップの作成・公表

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組
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英語版ハザードマップ（川崎市）

ハザードマップの公表にあたっては、洪水以外の土砂災害や津波等のリスク情報を重ねて表示させる

「重ねるハザードマップ」や子供や外国人にもわかりやすい表記等の取組が行われています。

重ねるハザードマップ
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まるごとまちごとハザードマップの検討

地域の洪水に関する情報の普及を目的として、生活空間である市街地に水害に関係する情報を表示す

る「まるごとまちごとハザードマップ」の充実に向けた取り組みを行います。

京浜河川事務所では、各地点の詳細な浸水深データを提供します。

正面「洪水ハザードマップ」側面「水害対策かるた」

出典：多摩市
（http://www.city.tama.lg.jp/dbps_data/_material_/_files/000/000/025/054/siryou3.pdf）

鶴見区の例

無電柱化に伴う変圧器等の地上機器の有効利用

「まるごとまちごとハザードマップ」とは
水害ハザードマップ作成の手引き（H28.4）

では、水害に関する情報の普及を目的とし、
生活空間である市街地に、臨場感を持って
水害を認識し、避難の実効性を高めるため
の工夫として、水災にかかる各種情報（想定
浸水深、過去の浸水実績、避難所の方向
等）を洪水関連標識として表示することが有
効と示しており、国土交通省では、まるごと
まちごとハザードマップを推進しています。

多摩市の例

１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

設置イメージ
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目的

１．まるごとまちごとハザードマップとは

自らが生活する地域の水害の危険性を実感できるよう、居住地域をまるごとハザードマップと見立て、生活空間である
“まちなか”に水防災にかかわる以下の情報を標示する取組
洪水・内水・高潮の浸水深に関する情報
避難行動に関する情報（避難所及び避難誘導に関する情報）

まるごとまちごとハザードマップ

“まちなか”に表示することにより、日常時から
水防災への意識を高めるとともに浸水深・避難
所等の知識の普及・浸透等を図り、発災時に
は命を守るための住民の主体的な避難行動を
促し、被害を最小限にとどめることを目指す

洪水・内水・高潮の浸水深に関する情報例

避難行動に関する情報例（避難所及び避難誘導に関する情報）
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１．まるごとまちごとハザードマップとは

まるごとまちごとハザードマップ

水害ハザードマップ

水害ハザードマップの内容を、それぞれ
の地域で具体的に、臨場感をもって認識

し、避難の実効性を高める

○：自宅や勤務先などの知りたい場所の浸水深や近くの避難
所・避難場所を確認できる

○：アンダーパスや内水氾濫などの危険箇所も確認できる

○：避難に必要な多くの防災情報について確認できる

「情報の取得方法」や「避難の目安」、「非常持ち出し品に
関する情報」など

○：防災教育や勉強会、避難訓練等で活用できる

△：防災に興味がない人は、浸水深を確認するまでに至らな
い可能性がある

（意識しないとハザードマップは確認されない）

△：浸水の高さをイメージしづらい

○：メリット・△：デメリット

○：”まちなか”にあるので無意識に目に入る
○：日常生活上で視認されやすく防災に興味が無い人でも

浸水深や避難所などの情報を知ることができる
○：浸水深を感覚的に理解できる

浸水深 避難所 避難誘導

水害ハザードマップの内容を、それぞれの地域で具体的に、臨場感をもって認識し、避難の実効性を高めるための工夫
として、まるごとまちごとハザードマップを実施することは有効です。
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２．まるごとまちごとハザードマップ手引き改定の経緯

「まるごとまちごとハザードマップ実施の手引き 平成18年7月」 策定

平成17年以前： 過去の浸水深や海抜（洪水注意喚起）等を示す様々な看板が設置

平成17年6月： 事例収集：「洪水浸水深等の電柱等への表示について」

⇒「様式・デザイン・言葉に統一性がない」、「地震用なのか、洪水用なのかについて記載がない」等の課題がある。

洪水標識 洪水時避難所標識

浸水深 海抜

出典：まるごとまちごとハザードマップ
検討準備会（H17.7） 資料

「水防法等の一部を改正する法律」完全施行

平成18年7月：

平成27年11月：

「まるごとまちごとハザードマップ実施の手引き（第2版）」公開平成29年6月：

⇒日常時には洪水への意識を高めるとともに浸水深・避難所等の知識の普及を図り、発災時には安全かつスムーズな
避難行動に繋げ、洪水による被害を最小限にとどめること目的に策定。洪水関連標識として「洪水」「避難所」を設定。

⇒洪水の浸水想定区域図は、対象外力を想定最大規模降雨を対象に改定
⇒内水、高潮については、新たに浸水想定区域図の作成を位置付け

「水防災意識社会 再構築ビジョン」策定平成27年12月：

⇒大規模氾濫減災協議会の設置
⇒大規模氾濫減災協議会の取組内容として「（1）円滑かつ迅速な避難のための取組、②平時からの住民等への周知・
教育・訓練に関する事項」に「まるごとまちごとハザードマップの促進」が挙げられた 31



まるごとまちごとハザードマップ対象自治体は、1340自治体（H30.9末時点）ですが、そのうちの181自治
体（実施率13.5%）で実施されている状況です。

３．まるごとまちごとハザードマップの実施状況

■国又は都道府県が指定・公表した浸水想定区域をもとに、市区町村が洪水予報等の伝達方法や避難場所を記した
ハザードマップを作成・公表

■現在、ハザードマップ作成対象自治体1,340のうち98%にあたる1,316自治体が公表済(H30.9現在）

ハザードマップの作成・公表

1,340
市区町村

1,316

24

＜ハザードマップ公表状況＞
■現在、ハザードマップ作成対象自治体1,340のうち13.5%にあたる

181自治体が設置(H30.9末時点）

まるごとまちごとハザードマップの実施状況

設置事例
(茨城県常総市

)

9.3 

26.3 

8.8 11.5 
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4.7 5.3 

11.2 
0.0 

0

10

20

30

40

50

60

70

80

90

100

北海道 東北 関東 北陸 中部 近畿 中国 四国 九州 沖縄

まるごとまちごとハザードマップ実施率（％）

11.7％
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• まるごとまちごとハザードマップ実施が有効的な手法な
のか分からないので、実施による効果を知りたい

• 洪水ハザードマップとまるごとまちごとハザードマップ
ではどちらを優先して実施するべきか

• 実施するのはある一地域のみでもよいのか

• どのような場所に設置したら効果的か

• 設置による地域の抵抗感が心配

４．取組促進の課題（自治体の意見例）

※平成27年度に実施した「まるごとまちごとハザードマップ」未実施自治体へのヒアリング意見より整理

課題（自治体意見）

まるごとまちごとハザードマップ未実施自治体の「取組を実施しない理由、取組を実施できない」理由
として、「まるごとまちごとハザードマップの効果がよくわからない」 ※という意見が挙げられています。
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16.0%

44.0%7.0%

33.0%

①日常生活上で視認されやすい

５．まるごとまちごとハザードマップ実施のメリット

住民へアンケート※を実施して、まるごとまちごとハザードマップ実施のメリットをまとめました。

②紙媒体のように破棄・紛失されることがない

③浸水リスク等を伝えたい人に伝えることができる ④まち全体に浸水リスク等を伝えることができる

洪水ハザードマップ

まるごとまちごとハザードマップ

ハザードマップを
確認したことがある

ハザードマップを
確認したことがない

●ハザードマップは確認後、破棄・紛失され可能性があるが、まるまち
は、一度設置されると継続して浸水リスク等を伝えることができます
。ハザードマップの認知状況

認知状況の変化のイメージ

配布 配布

設置

保有率

時間

時間

4.9%

28.7
%

51.8
%

14.6
%

高いと思う どちらかと言えば高いと思う

どちらかと言えば低いと思う 低いと思う

●現地に深水深を示した標識が表示されることで、防災に興味がある人
にもない人にも浸水リスクに気付いてもらえます。

●まるごとまちごとハザードマップ標識を浸水想定区域全体に設置する
ことで、まち全体に浸水リスク等を伝えることができます。

●駅に設置した場合には、不特定多数駅利用者に浸水リスク等を伝える
ことができます。

防災意識の自己評価

見たことがあり、取り組みの名前も知っていた 見たことはあるが、取り組みの名前は知らなかった

聞いたことはあるが、見たことはない 知らない

大山崎駅利用者の
まるまちの認知状況

※まるごとまちごとハザードマップを実施している13自治体（1300人）、駅、市役所等の公共施設利用者（700人）にまるまちに関するアンケートを実施しました

27.9%

20.8%

51.2%

9.2%

35.5%

17.0%

38.4%

全体の約1/2

見たことがあり、取り組みの名前も知っていた
見たことはあるが、取り組みの名前は知らなかった
聞いたことはあるが、見たことはない
知らない

防災に興味が無い人の
まるまちの認知状況

HMを確認したが
保管していない

HMを確認して
保管している

HMを
確認していない

HMを確認して
保管している人は

全体の約1/4

破棄破棄

6割の人が
知っている

戸田市における標識の設置状況

12.0%

61.0%

6.0%

21.0%

見たことがあり、取り組みの名前も知っていた
見たことはあるが、取り組みの名前は知らなかった
聞いたことはあるが、見たことはない
知らない

戸田市住民の
まるまちの認知状況

7割の人が
知っている
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Q ご自身の評価として、自分は防災に対する意識
が高いと思いますか。

•自己評価で、防災に対する意識が低い（防災にあまり興味がない）と回答した人は、全体の66.4％でした。
•防災にあまり興味がない人のうち、洪水ハザードマップを確認して保管もしている人は、約5人に1人（18％）でしたが、まる
ごとまちごとハザードマップの標識を見たことがある人は、約2人に1人（44.7％）と多いことが分かりました。
⇒防災にあまり興味がない人は、浸水リスクに気付かずに、洪水ハザードマップを確認して保管するまでに至っている人が
少ない傾向にあると考えられます。一方で、まるごとまちごとハザードマップは、現地に設置されるため、日常生活上で
視認されやすく、防災に興味がある人にもあまり興味がない人にも浸水リスクに気付いてもらえます。

５．まるごとまちごとハザードマップ実施のメリット①

9.2%

35.5%

17.0%

38.4%

見たことがあり、取り組みの

名前も知っていた

見たことはあるが、取り組み

の名前は知らなかった

聞いたことはあるが、見たこ

とはない

知らない

4.9%

28.7%

51.8%

14.6%

高いと思う どちらかと言えば高いと思う

どちらかと言えば低いと思う 低いと思う

Qあなたは、「まるごとまちごとハザードマップ」という取り組
みをご存知ですか。

防災にあまり興味がない人へ聞きました

約2人に1人

Q あなたは、「洪水ハザードマップ」でご自宅周辺が浸水するかどうかを確認しましたか。

18.3%

16.8%
64.9%

HMを確認して保管している

HMを確認したが保管していない

HMを確認していない（HMを知らない人を含む）

約5人に1人

66.4％

①日常生活上で視認されやすい
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Qあなたは、「まるごとまちごとハザードマップ」という取り組みをご存知ですか
。

見たことがあり、取り組みの名前も知っていた 見たことはあるが、取り組みの名前は知らなかった

聞いたことはあるが、見たことはない 知らない

25.0%

25.0%

50.0%

HMを確認して保管している

HMを確認したが保管していない

HMを確認していない（HMを知らない人を含む）

•まるごとまちごとハザードマップは、標識は設置後に破損等が無い限り設置されたままになっていることから、常に浸水リスクを表示
することができ、認知状況にあまり変化はありません（例：葛飾区の認知状況の変化）。

•なお、葛飾区の洪水ハザードマップの確認状況については、確認した人（全体の50％）のうち保管もしている人は25％で、約4人に
1人がすぐに洪水ハザードマップを確認できる状態でしたが、残りの25％は洪水ハザードマップを保管しておらず、すぐに確認できな
い状況にあることがわかりました。
⇒洪水ハザードマップは、確認後に破棄・紛失される可能性がありますが、まるごとまちごとハザードマップは一度設置されると継続

的に浸水リスクを伝えることができます。

５．まるごとまちごとハザードマップ実施のメリット②

認知状況の変化のイメージ

洪水ハザードマップ まるごとまちごとハザードマップ

配布
設置

保有率 認知度

時間 時間

配布

Q あなたは、「洪水ハザードマップ」でご自宅周辺が浸水
するかどうかを確認しましたか。

HMを確認したが
保管していない人

全体の約1/4

15.0%

50.0%

13.0%

22.0%19.0%

48.0%

12.0%

21.0%

65％67％

認知状況に
大きな変化

はない

H29年度調査H27年度調査

※葛飾区では、平成22年に洪水ハザードマップを全戸配布

H29年度調査（葛飾区）

葛飾区

HMを確認して
保管している人

全体の約1/4

②紙媒体のように破棄・紛失されることがない

認知状況の変化のイメージ
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3.4%5.1%

61.0%

5.1%

25.4%
16.0%

44.0%7.0%

33.0%

•阪急大山崎駅を利用する人のうち約3人に2人（約60％）は、阪急大山崎駅に設置されているまるごとまちごとハザードマップの標
識を見たことがあると回答しています。また、そのうちの74％の人は、駅周辺の浸水深を覚えています（数値は覚えていないが体感
的に覚えていると回答したひとを含む）。

•阪急大山崎駅では、2.9mの浸水深標識が設置されていますが、2.0m未満と低く覚えている人は約8％少なく、浸水深を覚え知恵
る人のうち、約66％と約3人に2人は、浸水する際には、2.0m以上浸水する可能性があると認識しており、浸水リスクを伝わっている
ことが分かりました。
⇒このように、駅に設置した場合には、不特定多数の駅利用者に浸水リスク等を伝えることができ、伝えたい人を明確にし、その人
が利用する施設へ設置することで伝えたい情報を伝えることができます（例えば、地域の学生に伝えたい場合は学校 等）。

阪急大山崎駅

５．まるごとまちごとハザードマップ実施のメリット③

見たことがあり、取り組みの名前も知っていた
見たことはあるが、取り組みの名前は知らなかった
聞いたことはあるが、見たことはない
知らない

大山崎駅利用者のまるまちの認知状況

約3人に2人

駅利用者の

0.5m未満 0.5～2.0m未満 2.0～5.0m未満

5.0m以上 覚えていない

大山崎駅利用者の浸水リスクの理解状況

③浸水リスク等を伝えたい人に伝えることができる

• 浸水深（数値）を覚えている人約17％
• 浸水深は覚えていないが浸水深のラインが

あるため体感的に覚えている人約58％※アンケートは、阪急大山崎駅に設置している
標識の写真は見せない条件で実施しています。

約3人に2人

浸水深を
覚えている人の
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Q あなたは、「まるごとまちごとハザードマップ」という取り組みをご存知ですか
。

•戸田市では、標識を浸水想定区域全体に数多く設置しており、認知度は73％と高く、住民の約3人に2人は「まるまち」を
知っていることが分かりました。

•なお、洪水ハザードマップを確認して、保管もしている人は約3人に1人（約29％）という状況でした。
⇒標識を浸水区域内全体に設置することで、まち全体に浸水リスク等を伝えることができます。

５．まるごとまちごとハザードマップ実施のメリット④

戸田市における標識設置状況

戸田市

＜参考＞
戸田市の洪水ハザードマップの確認状況

戸田市における設置標識例

29.0%

27.0%

44.0%

HMを確認して保管している
HMを確認したが保管していない
HMを確認していない（HMを知らない人を含む）

12.0%

61.0%

6.0%

21.0%

④まち全体に浸水リスク等を伝えることができる

見たことがあり、取り組みの名前も知っていた
見たことはあるが、取り組みの名前は知らなかった
聞いたことはあるが、見たことはない
知らない

約3人に2人

戸田市民の
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19.0%

23.0%58.0%

HMを確認して保管している

HMを確認したが保管していない

HMを確認していない（HMを知らない人を含む）

• たつの市では、市役所、学校、公民館等の公共施設に標識を設置しており、市内の浸水想定区域全体に広域的に設置されています。設置
数は多くありませんが（36箇所）がまるごとまちごとハザードマップの認知度は、約54％と住民の2人に1人が知ってる状況です。

• なお、たつの市の洪水ハザードマップの確認状況としては、約5人に1人（19％）が洪水ハザードマップを確認して保管もしている状況でした。
⇒設置数が多くなくても浸水想定区域全体に標識を設置することで、住民のまるごとまちごとハザードマップの認知度が高くなります
⇒公共施設は、設置の際に外部調整が不要のため設置が比較的容易であり、市内にも点在していることから、浸水想定区域全体に標識を

設置する際の有効な設置場所となります
⇒さらに、学校へ設置した場合には、出前講座等の防災教育にも活用できます。

凡例

：浸水深

：避難所

：浸水想定区域図
（国土数値情報 浸水想定区域データ）
：行政界（たつの市）

市役所（浸水深）

小学校（浸水深）

小学校（避難所）

14.0%

40.0%
11.0%

35.0%

たつの市 設置位置図

５．まるごとまちごとハザードマップ実施のメリット④

まるまちの認知状況

小学校に設置したまるごと
まちごとハザードマップの標
識を出前講座等の防災教
育で活用できます。
（取組事例集：事例32）

淀川河川事務所提供資料

洪水ハザードマップの確認状況

④まち全体に浸水リスク等を伝えることができる

見たことがあり、取り組みの名前も知っていた
見たことはあるが、取り組みの名前は知らなかった
聞いたことはあるが、見たことはない
知らない

約2人に1人

たつの市民の

約5人に1人

たつの市民の
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６．住民によるまるごとまちごとハザードマップの評価

• まるごとまちごとハザードマップ」が実施されることについて、約84％の人が「良いと思う」と回
答しており、取組に対して賛成の意見が多いです。

• また、「必要ない」と回答した人は約4％と少数であり、標識が設置されることに対する抵抗
感は少ないようです。

Q まるごとまちごとハザードマップの取り組みが行われることについてどう思いますか。

83.7%

3.5%
12.8%

良いと思う 必要無い わからない
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１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

要配慮者利用施設への対応等を考慮した避難計画の作成

○要配慮者利用施設の「避難確保計画の作成」及び「避難訓練」が義務化されました。

水防法及び土砂災害防止法の改正（H29.6）により、洪水による浸水が想定される区域や土砂災害(特別)警戒区域

内で地域防災計画で定められた要配慮者利用施設について、避難確保計画の作成及び訓練の実施が義務化され

ました。

計画を作成しない場合には、市町村長からの指示、それに従わない場合にはその旨が公表されます。

平成30年3月末時点での要配慮者利用施設（50,481施設）のうち、計画作成済施設は8,948施設（約17.7％）である。

 2021年（平成33年）までに作成率を100％とし、逃げ遅れによる人的被害ゼロの実現を目指す。
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１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

要配慮者利用施設への対応等を考慮した避難計画の作成

対象施設数
計画作成済

施設数

東京都

八王子市 65 0

立川市 19 14

青梅市

昭島市

日野市 38 16

福生市

多摩市 16 0

羽村市 2 1

あきる野市

大田区 86 0

世田谷区 65 39

府中市 47 0

調布市 80 0

国立市 11 0

狛江市 27 5

品川区

稲城市 6 3

神奈川県

横浜市 1090 351

川崎市 918 41

平塚市 328 0

藤沢市 68 9

茅ヶ崎市 123 28

寒川町 7 0

大磯町

【参考：講習会の実施効果（三重県津市の例）】

参考）「講習会の企画調整及び運営マニュアル：国土交通省」より

【講習会の対象施設数の一覧】

京浜河川事務所では、計画作成や訓練実施に向けて、管内各ブロックの情報共有、整備局や他

事務所等の情報提供等により円滑な検討に向けて支援します。

今年度は、避難確保計画作成のための講習会を、寒川町において実施します。

 講習会開催前（H29.11）の作成率【38％】が、講習会開

催後（H30.3.22 時点）には【84％】と向上しています。

 特に、講習会（前期・後期の両方、もしくはどちらかの

み）に参加した施設の作成・提出率は【98％】（90 施設

中88 施設）と高い割合となっています。
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１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

要配慮者利用施設への対応等を考慮した避難計画の作成
（川越市における先行プロジェクトH30年度）
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１．逃げ遅れゼロに向けた迅速かつ的確な避難行動のための取組

要配慮者利用施設への対応等を考慮した避難計画の作成
（川越市における先行プロジェクトH30年度）
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２．氾濫被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組



合同水防訓練の実施

２．氾濫被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

日時：平成３０年５月３０日（水）（令和元年度は5月30日 多摩川で実施予定）

場所：相模川 左岸 ４．２ｋ高水敷（田端スポーツ公園）
本格的な出水期を迎えるにあたり、水防に対する意識を高め万全の体制で洪水
に備えるため、各種水防工法の習得を図ることを目的に、防災エキスパート
による指導の下、水防工法の実技訓練を実施しました。また、併せて訓練箇
所に配置している災害対策車両（排水ポンプ車）の操作訓練を行い操作方法
の習得を図りました。

「積み土のう」と「シート張り」の技術習得状況 月の輪工法の技術習得状況

【参加者】事務所職員（68名） 神奈川県・平塚市･茅ヶ崎市・寒川町職員（22名）
消防団（23名） 災害時協力会社（8名） 防災エキスパート（5名）

合計人数：１２６名

＊令和元年度予定：５月３０日(木)午後 於：大師河原防災ステーション
46



洪水に対しリスクの高い区間で特に注意すべき箇所（重要水防箇所等）における共通認識を図り、的確

な水防活動や避難を目的として、多摩川・鶴見川・相模川において、関係自治体・水防団（消防団）及び

自治会等地域の方々と共同で点検（『共同点検』）を実施しており、今後も継続して取り組みます。

２．氾濫被害の軽減、避難時間の確保のための水防活動の取組

共同点検の実施
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●早淵川
横浜市港北区高田東四丁目地先

●多摩川
世田谷区玉川三丁目地先

●多摩川
府中市是政五丁目地先

●浅川
八王子市平岡町地先

●多摩川
羽村市多摩川地先

●鶴見川
鶴見区鶴見中央二丁目地先

●相模川
茅ヶ崎市中島地先

① ② ④③

④ ⑤ ⑥

点検河川 対象自治体
参加人数

（地元住民）

①６月４日（月） １３：００～１７：００
多摩川

（田園調布出張所管内）
大田区、世田谷区、川崎市

２７名

（４名）

②６月６日（水） １３：００～１７：００
浅川

（多摩出張所管内）
日野市、八王子市

２４名

（１２名）

③６月８日（金） １０：００～１６：００
多摩川・大栗川

（多摩出張所管内）
川崎市、狛江市、調布市、稲城市、府中市、多摩市

６９名

（２４名）

④６月１３日（水） １０：００～１６：３０
鶴見川・早淵川

（鶴見出張所・新横浜出張所管内）
横浜市、川崎市

５６名

（２６名）

⑤６月１５日（金） ９：３０～１６：４０
多摩川

（多摩川上流出張所管内）

青梅市、羽村市、あきる野市、八王子市

日野市、国立市、立川市、昭島市、福生市

７１名

（１７名）

⑥７月５日（木） １３：００～１６：２０
相模川

（相模出張所管内）
平塚市、茅ヶ崎市、寒川町

５３名

（１９名）

300名

（１０２名）

日時

合　　　計　　　人　　　数

今年度の共同点検予定

※6月15日は土曜日に実施予定

自治体

6月3日（月） 午後 多摩川 田園調布出張所管内 大田区、世田谷区、川崎市

6月7日（金） 終日 浅川・多摩川 多摩出張所管内
八王子市、日野市、
狛江市、調布市、府中市、稲城市、多摩市、川崎市

6月10日（月） 午後 相模川 相模出張所管内 平塚市、茅ヶ崎市、寒川町

6月12日（水） 午後
鶴見川・矢上川
早淵川・鳥山川

新横浜出張所管内 横浜市、川崎市

6月13日（木） 午前 鶴見川 鶴見出張所管内 横浜市、川崎市

6月14日（金） 終日 多摩川 多摩川上流出張所管内
青梅市、羽村市、あきる野市、八王子市、日野市、
国立市、立川市、昭島市、福生市

6月15日（土） 午前 多摩川 多摩出張所管内（稲城市） 稲城市

日時 点検河川
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３．一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を
可能とするための排水活動の取組



３．一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組

排水施設の排水能力・耐水化の整理、排水訓練の実施

これまでの取組として、各河川の氾濫ブロックごとに、浸水想定区域図（継続時間）、排水施設等の配置
状況、操作・稼働条件等を把握し、排水が必要となるエリアを抽出の上、排水ポンプ車の配置計画案（
一時参集場所、排水活動箇所、ルート等を写真・平面図で整理）を作成しました。また各排水施設の排
水能力、耐水化を整理し、排水計画を検討しました。
令和元年度は、排水施設の管理者・連絡先・操作規則、非常時操作に向けた協定等の整理、

排水ポンプ車を活用した排水訓練を行います。

１.氾濫特性等の把握 ※想定最大規模を対象

・浸水想定区域の状況（時系での変化）、排水施設等の配置状況、操作・稼働条件等の把握。

・浸水継続時間が長く（24時間以上）、一定の資産が集積する氾濫ブロック等、排水ポンプ車等

の設置箇所の検討等の必要性が高いエリアを抽出。

３.排水ポンプ車等の配置検討

・排水ポンプ車の参集場所、活動箇所、排水元・排水先、進入ルート等を写真や平面図で整理

２.浸水箇所における排水施設（排水機場、樋門・樋管）の把握

・浸水箇所の排水施設について、浸水時の稼働条件や開閉の必要性を整理。

・稼働停止する排水機場付近、浸水継続する排水区へのポンプ車の配置。

４.排水施設の排水能力、耐水化の整理

～H29年11月

～H30年2月

～H29年11月

H30年度～
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５.排水施設の管理者・連絡先・操作規則、非常時操作に向けた協定等の整理

６.排水ポンプ車を活用した排水訓練の実施

Ｒ元年度～



 多摩川上流部は流下型の氾濫特性を有し、河岸段丘地形により氾濫域は狭く浸水深は深いが、地形

勾配は下流部に比べ急であるため浸水期間は比較的短い。しかし、想定最大規模洪水では一部区域

で浸水が長期化する傾向にある。

 氾濫域には主要な交通機関（中央自動車道、国道20号）等が通っており、また首都圏のベットタウンと

して人口・資産が集積し、業務核都市として位置づけられているなど大規模水害が発生した場合には、

首都圏における社会経済への影響も懸念される。
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１．多摩川上流部の浸水特性と排水計画の必要性

３．一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組

多摩川上流部浸水区域（想定最大規模） 多摩川上流部浸水継続時間（想定最大規模）

浸水の早期排水による一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復が必要とされる状況
下において、堤防決壊後に迅速かつ的確な行動を取る必要がある。

排水計画の必要性

計画策定の対象地域
排水活動は、浸水時間の短縮が目的であることを踏まえ、浸水継続時間が24時間以上・浸
水深1m以上となる地域を排水計画検討の対象とする。

排水施設の排水能力・耐水化の整理、排水訓練の実施
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３．一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組

 浸水域内の現状の排水能力に関して関係機関への聞き取り調査を実施し、排水施設（排水機場、樋

門・樋管）の諸元、管理者、耐水化の状況等を確認した。

多摩川上流
●：樋門・樋管
排水機場：多摩川上流ブロックに該当なし
□：排水区域

多摩川上流ブロッ
ク内には排水機場
はない。

樋門・樋管は複数
あるが、大規模水
害時の氾濫水の早
期排水には十分な
ものではない。

２．浸水域内の排水施設（排水機場、樋門・樋管）の把握
排水施設の排水能力・耐水化の整理、排水訓練の実施
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３．一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組

多摩川上流 排水機場
樋門・樋管

高さ 幅 連数
1 調布排水樋管 国土交通省京浜河川事務所 多摩川 AP + 6.932 1.500 2.200 2
2 玉川排水樋管 国土交通省関東地方整備局京浜河川事務所 多摩川 AP + 5.007 4.700 5.000 2
3 新玉川排水樋管 国土交通省京浜河川事務所 多摩川 AP + 10.200 1.000 1.000 1

4 草花第2排水樋管
国土交通省関東地方整備局京浜河川事務所多摩川
上流出張所

多摩川 AP + 121.000 1.800 1.800 1

5 草花排水樋管 国土交通省関東地方整備局京浜河川事務所 多摩川 AP + 124.282 1.100 1.100
6 滝合排水樋管 国土交通省京浜河川事務所 浅川 AP + 81.055 2.700 2.700 1
7 西長沼排水樋管 国土交通省京浜河川事務所 浅川 AP + 84.500 2.100 3.700 1
8 大和田排水樋管 国土交通省京浜河川事務所 浅川 AP + 99.000 2.450 2.900 1
9 小河原排水樋管 国土交通省京浜河川事務所 大栗川 AP + 48.704 1.550 1.550 1

10 山王排水樋管 川崎市中部下水道事務所管理課 多摩川 AP + 2.821 2.430 1.500 2
11 中原調布排水樋管 東京都下水道管理局南部第一管理事務所 多摩川 AP + 1.100 4.000 4.000 3
12 小杉樋管 川崎市建設局下水道管理部等々力水処理センター 多摩川 AP + 2.250 2.200 3.400 2
13 上沼部排水樋管 東京都下水道局南部第一管理事務所 多摩川 AP + 3.088 2.300 2.300 1
14 等々力排水樋管 東京都下水道局南部第二管理事務所 多摩川 AP + 3.582 2.400 3.000 1
15 宮内排水樋管 川崎市建設局中部下水道事務所管理課 多摩川 AP + 4.728 3.240 1.900 2
16 下野毛排水樋管 東京都下水道局南部第二管理事務所 多摩川 AP + 5.403 2.700 3.500 1
17 諏訪排水樋管 川崎市中部下水道事務所管理課 多摩川 AP + 5.900 3.000 1.700 2
18 谷川排水樋管 東京都下水道局南部第二管理事務所 多摩川 AP + 9.135 3.700 3.000 2
19 二子排水樋管 川崎市中部下水道事務所管理課 多摩川 AP + 9.463 1.000 1.300
20 宇奈根排水樋管 東京都下水道局南部第二管理事務所 多摩川 AP + 11.151 2.750 2.500 1
21 宇奈根排水樋管 川崎市中部下水道事務所管理課 多摩川 AP + 11.971 2.160 1.300 2
22 堰圦樋管 多摩川 AP + 14.439 1.500 1.500 1
23 猪方排水樋管 狛江市建設部下水道課 多摩川 AP + 13.421 2.900 2.900 1
24 宿河原排水樋管 上下水道局北部下水道管理事務所 多摩川 AP + 13.752 3.120 2.000 2
25 六郷排水樋管 狛江市 多摩川 AP + 21.200 2.900 3.400 2
26 矢野口排水樋管 稲城市都市建設部管理課 多摩川 AP + 30.265 1.500 1.500
27 大丸谷戸川樋管 稲城市建設部管理課 多摩川 AP + 33.331 3.000 3.200 2
28 是政樋管 府中市水道部下水道課 多摩川 AP + 41.220 2.050 3.200 3
29 北多摩2号処理場排水樋門 東京都下水道局流域下水道本部施設管理課 多摩川 AP + 54.000 4.160 7.100 2
30 国立谷保排水樋管 国立市建設部下水道課 多摩川 AP + 58.539 2.600 3.000
31 緑川排水樋管 立川市上下水道部管理維持係 多摩川 AP + 3.500 9.600
32 栄町排水樋管 日野市まちづくり推進部下水道普及課 多摩川 AP + 71.100 2.300 2.000 2
33 富士見排水樋管 東京都住宅供給公社 多摩川 AP + 73.274 1.000 1.800
34 野水堀一号幹線樋管 昭島市都市整備部下水道工務課 多摩川 AP + 74.586 3.400 3.400 1
35 八王子排水樋管 八王子市下水道工務課 多摩川 AP + 78.584 2.400 3.000 2
36 立川用水溢水樋管 昭島用水土地改良区 多摩川 AP + 80.717 0.650 1.900 1
37 多摩川上幹線樋管 東京都下水道局流域下水道本部 多摩川 AP + 79.340 4.000 3.700 3
38 西部6号排水樋管 昭島市都市整備部下水道工務課 多摩川 AP + 92.959 2.000 2.000 1
39 熊川第二排水樋管 福生市建設部下水道課 多摩川 AP + 104.800 1.650 1.650 1
40 福生排水樋管 福生市建設部下水道課 多摩川 AP + 108.607 2.850 2.850 1
41 羽村排水区第4分区排水樋管 羽村市下水道課 多摩川 AP + 122.513 2.200 2.200 1
42 排水樋管 東京都水道局浄水課 多摩川 AP + 123.752 1.800 1.400 4
43 那賀樋管 羽村市 多摩川 AP + 124.500 2.500 2.500 1
44 上田排水樋管 日野市下水道課 浅川 + 61.450 2.000 3.600 1
45 向島排水樋管 日野市向島用水組合 浅川 + 67.134 0.800 1.000
46 南平排水樋管 日野市七生東部連合組合 浅川 + 65.841 2.000 2.600 2
47 東豊田排水樋管 日野市下水道課 浅川 + 70.700 2.500 2.500 1
48 豊田排水樋管 日野市町づくり推進部下水道普及課 浅川 + 71.790 2.348 4.020 1
49 南平西排水樋管 日野市町づくり推進部下水道普及課 浅川 + 74.900 1.700 3.000
50 日野平山排水樋管 日野市南平用水組合 浅川 + 78.437 1.200 1.500
51 平山排水樋管 日野市下水道課 浅川 + 79.734 1.700 1.700 1
52 滝合橋排水樋管 日野市建設部管理課 浅川 + 82.440 1.000 1.500 1
53 長沼排水樋管 八王子市区画建設部管理課 浅川 + 92.357 1.650 1.650 1
54 西平山排水樋管 日野市下水道課 浅川 + 93.700 1.500 1.500 1
55 新浅川橋排水樋管 相武国道事務所 浅川 + 95.558 2.000 3.500 1
56 北野排水樋管 八王子市清掃管理課 浅川 + 97.000 1.000 1.000 1
57 高倉排水樋管 八王子市清掃管理課 浅川 + 98.614 2.200 2.300 1
58 浅川第5排水樋管 八王子市建設部建設総務課 浅川 + 99.000 2.450 2.900 1
59 中野町排水樋管 八王子市建設管理課 浅川 + 121.566 1.000 1.300 1

60
大川樋管
(水無川排水樋管)

多摩市環境部下水道課 大栗川 + 45.630 2.400 2.400 1

61
大栗川樋管
(大栗樋管)

多摩市環境部下水道課 大栗川 + 46.554 1.607 1.605 1

所轄名No. 施設名称
敷高

排水先
河川

函体

多摩川上流ブロック該当なし

※No.は多摩川水系での通し番号

２．浸水域内の排水施設（排水機場、樋門・樋管）の把握
排水施設の排水能力・耐水化の整理、排水訓練の実施
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３．一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組

 多摩川上流部を対象とした排水ポンプ車による排水計画（排水ポンプ車配置、アクセス路、参集場所

等）の検討は浸水が長期化する地域のうち、浸水世帯数、重要施設等の浸水状況を踏まえ、熊川第

二排水樋管ブロックを先行検討の対象とした。

 次年度以降で他地域についても同様の取りまとめを実施する。

浸水継続時間－世帯数、重要施設数

役場 警察,消防 医療 ﾗｲﾌﾗｲﾝ世帯（千）

多摩川上流部浸水区域（想定最大規模）

●検討対象
熊川第二排水樋管

ブロック

根川排水樋管
ブロック

浸水継続時間
の長い（72hr）
世帯数が多い

３．排水計画検討対象地域と想定される被害状況
排水施設の排水能力・耐水化の整理、排水訓練の実施



３．一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組

４．大規模水害を想定した排水ポンプ車による排水計画

Ⅰ.排水ポンプ車の設置条件・留意事項の整理

・排水作業を実施する上での現地条件（釜場の有無、釜場距離・水深等）、排水対応内容（排水

作業、緊急車両等の通行を想定した作業 等）を整理

Ⅲ.アクセス性を踏まえた排水箇所の設定

・アクセス路（緊急輸送道路、国道、主要地方道等）の浸水状況の整理し、配置可能箇所へのア

クセスの可否を検討

Ⅱ.排水ポンプ車の配置可能箇所の検討

・排水ポンプ車の設置条件を踏まえ、配置可能な場所を抽出

54

Ⅳ.参集地点の設定

・他事務所・他地整からの支援を想定した排水ポンプ車の参集地点を設定

Ⅴ.現地における排水ポンプ車の設置方法の検討

・堤防上での排水ポンプ車設置方法（車両設置、ホースブリッジや照明車等の設置など）の検討

排水計画検討の流れ

排水施設の排水能力・耐水化の整理、排水訓練の実施
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３．一刻も早い生活再建及び社会経済活動の回復を可能とするための排水活動の取組

排水施設の排水能力・耐水化の整理、排水訓練の実施

検討項目 検討結果

Ⅰ.排水ポンプ車
の設置条件・留
意事項の整理

・京浜河川事務所では、２台（30m3/min、45m3/min）の排水ポン
プ車を所有。大規模水害時には、近隣の河川事務所（関東地方
整備局）に加え、他地方整備局からも応援
・24時間体制で排水ポンプ車を稼働する場合、照明車等の配置
や給油作業も必要となる。

Ⅱ.排水ポンプ車
の配置可能箇
所の検討

・氾濫流が集約する（溜まる）箇所と排水先（多摩川）の関係によ
り配置箇所を選定。
・配置区間のなかでも特に地盤が低い場所を配置箇所として設定。

Ⅲ.アクセス性を
踏まえた排水箇
所の設定

・アクセスルート（緊急輸送道路、国道、主要地方道等）の浸水状
況の整理し、排水ポンプ車配置箇所へのアクセスの可否を検討。
・通行（アクセス）は道路幅員は3.0～3.5m以上、浸水深0.15m以下
を条件とした。

Ⅳ.参集地点の
設定

・他事務所・他地方整備局からの支援を想定した排水ポンプ車等
の参集地点を設定した。
・参集地点は、近傍の公園・学校敷地や高速道路PA・SAなど排
水ポンプ車等が駐車でき、緊急輸送道路等へのアクセスが容易
な場所とした。

Ⅴ.現地における
排水ポンプ車の
設置方法の検
討

・堤防上での排水ポンプ車設置方法を検討。
・当配置区間の堤防天端幅は3m程度であり、十分な幅がないた
め１列駐車となる。また、夜間作業を踏まえ照明車をポンプ車３台
に対し１台設置。

検討結果
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ハード対策の主な取組



実施箇所
浅川右岸12.2k付近

◆現在までの実施状況

実施箇所

整備中

整備前

整 備 後
（H29年6月完成）

洪水を河川内で安全に流す対策として、堤防高が低いなど当面の目標に対して流下能力が不足してい

る箇所の堤防整備等を行っています。
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【ハード対策の主な取組】

洪水を河川内で安全に流す対策



実施箇所

実施箇所
多摩川右岸45.3k付近

◆現在までの実施状況

整 備 後
（H29年9月完成）

整備中

整備前

決壊までの時間を少しでも引き延ばすよう堤防構造を工夫する対策（危機管理型ハード対策）として、

堤防における『堤防天端の保護』を実施しています。
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【ハード対策の主な取組】

危機管理型ハード対策
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【ハード対策の主な取組】

防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策（河川）
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【ハード対策の主な取組】

防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策（河川）
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【ハード対策の主な取組】

防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策（河川）
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■観光アプリを活用した防災情報の提供

■使いやす
い機器の
活用

■ケーブルテレビ等の活用

■Yahoo防災アプリの活用

https://emg.yahoo.co.jp/

防災行政無線の改良、防災ラジオ等の配布、防災無線テレフォンサービス等の導入

各自治体では、様々な媒体による防災情報の周知を推進しており、今後も継続して取り組みます。

【ハード対策の主な取組】

避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備



出典：星野総合商事株式会社HP
出典：青梅市資料（救命ボート訓練状況）

出典：株式会社後藤HP

■止水パネル ■簡易吸水性土のう

軽量で持ち運びしやすい。

1パネル8千円程度とやや高価。

軽量で持ち運びしやすい。再利用可。

耐久性5～7年。１袋500～1000円程度。

■連結水のう工法の活用（府中市）

■救命ボートの購入及び訓練の実施

■止水板設置（川崎市水防訓練）
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出典：グローバルアーク（株）

■止水シート

簡易に組み立て可
能であるが、骨組み
設置（両端の支柱、
中間補強材）の施工
も必要であり高価で
ある。

水防活動を支援するための新素材・新技術等を含めた水防資機材の配備

各自治体では、新素材・新技術を含めた水防資機材を導入しており、今後も継続して取り組みます。

【ハード対策の主な取組】

避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備



64

水晶式センサー簡易水位計 設置状況

簡易水位計
設置位置図

川の防災情報へリンク

簡易水位計設置箇所

①六郷橋下流 左岸 5.2k 大田区東六郷3丁目

②多摩区登戸 右岸 22.8k 川崎市多摩区登戸

③上宿河原堰上流 右岸 26.8k 川崎市多摩区菅稲田堤2丁目

④日野市落川 右岸 36.9k 日野市落川

⑤国立市谷保 左岸 38.9k 国立市谷保

⑥日野市栄町 右岸 41.5k 日野市栄町1丁目

⑦昭和用水堰上流 左岸 47.8k 昭島市拝島町5丁目
①

②

③
④

⑤
⑥

⑦

京浜河川事務所では、簡易水位計やCCTVカメラを設置し、リアルタイムで河川や河川管理施設の状況

を把握しています。

多摩川において、平成28年度に簡易水位計を４箇所に設置しました。設置した簡易水位計のデータは、

川の防災情報で確認することができます。

水防団（消防団）の円滑な水防活動を支援するための簡易水位計や量水標、CCTVカメラ等の設置

【ハード対策の主な取組】

避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備
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水防団（消防団）の円滑な水防活動を支援するための簡易水位計や量水標、CCTVカメラ等の設置

【ハード対策の主な取組】

避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備
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水防団（消防団）の円滑な水防活動を支援するための簡易水位計や量水標、CCTVカメラ等の設置

【ハード対策の主な取組】

避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

「川の水位情報」に「川の防災情報」に表示されている
通常水位計の水位データと河川カメラの画像を統合表
示しました。
⇒ アクセスはこちらからhttps://k.river.go.jp/

（パソコン・スマートフォン共通）

■３つの追加機能
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【ハード対策の主な取組】

避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備
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【ハード対策の主な取組】

避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備
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水防団（消防団）の円滑な水防活動を支援するための簡易水位計や量水標、CCTVカメラ等の設置

CCTVカメラを設置し、京浜河川事務所ホームページにて河川の状況をリアルタイムで公開しています。
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：CCTV設置箇所
：危険個所

②

③

④
⑤

⑥

⑦

⑧

⑨
⑩

⑬

⑮

⑯⑰

⑪

①
⑫

⑭

CCTVカメラ公開台数 (2019年4月現在)
多摩川上流部ブロック：多摩川 １１台

大栗川 １台
浅 川 ５台

【ハード対策の主な取組】

避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

左右岸 位置 地先名

多摩川 ① 右岸34.5kp関戸橋下流

多摩川 ② 右岸35.3kp京王線橋梁上流 右岸 35.2k 多摩市関戸一丁目

多摩川 ③ 左岸39.9kp日野橋水位観測所 左岸 39.6k 立川市錦町6丁目

多摩川 ④ 右岸41.6kp栄町排水樋管 右岸 41.6k 日野市栄町2丁目

多摩川 ⑤ 右岸45.0kpJR八高線上流 右岸 45.2k 八王子市平町

多摩川 ⑥ 左岸47.8kp秋川合流点

多摩川 ⑦ 左岸49.4kp睦橋上流

多摩川 ⑧ 左岸52.9kp羽村大橋下流

多摩川 ⑨ 左岸54.0kp那須樋管

多摩川 ⑩ 右岸54.3kp草花排水樋管上流 左岸 55.0k 羽村市羽加美4丁目

多摩川 ⑪ 59.8kp調布橋

大栗川 ⑫ 左岸0.5kp報恩橋水位観測所

浅川 ⑬ 右岸2.2kp高幡橋水位観測所 右岸 2.0k 日野市高幡

浅川 ⑭ 左岸2.6kp高幡橋上流

浅川 ⑮ 右岸5.5kp平山橋上流 右岸 5.6k 日野市平山5丁目

浅川 ⑯ 右岸11.0kp暁橋上流 左岸 10.8k 八王子市暁町1丁目

浅川 ⑰ 右岸11.4kp浅川橋水位観測所 右岸 11.8k 八王子市平岡町

番号 CCTV名称
危険箇所

京浜HPに公開している危険箇所CCTV
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水防団（消防団）の円滑な水防活動を支援するための簡易水位計や量水標、CCTVカメラ等の設置

CCTVカメラを設置し、京浜河川事務所ホームページにて河川の状況をリアルタイムで公開しています。
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②日野橋のCCTVカメラ画像

⑩高幡橋のCCTVカメラ画像

【ハード対策の主な取組】

避難行動、水防活動、排水活動に資する基盤等の整備

出水概要
（台風第２４号
平成３０年９月３０日～１０月１日）
より


